
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆改正法で労働条件に関する説明を義務化 
改正パートタイム労働法が来年４月１日から施行さ

れます。 
改正により、事業主は、パートタイマーの雇入れ時や

契約更新時に労働条件（賃金の決定方法、教育訓練の実

施、福利厚生施設の利用、正社員転換等の措置内容等）

について説明する義務を負うこととなります。 
パートタイマーを同時に複数雇い入れたりする場合

には、個々に説明する方法ではなく対象労働者を集めて

説明会を開催する等の方法によって説明することも認

められますが、労働条件は文書等（電子メールやＦＡＸ

でも可）によって交付しなければならず、これに違反し

た場合は 10 万円以下の過料に処せられます。 
 
◆労働条件通知書の変更箇所は？ 

今般、厚生労働省が示すモデル労働条件通知書の様式

が法改正に合わせて変更となり、同省のパンフレット

「パートタイム労働法のあらまし」に掲載されていま

す。 
具体的には、新たに「雇用管理の改善等に関する事項

に係る相談窓口」を記載するスペースが設けられまし

た。 
この「相談窓口」は、改正法により、パートタイマー

からの相談に対応するための体制整備が事業主の義務

とされたため、パートタイマーを雇い入れているすべて

の事業主が対応にあたる担当者または担当部署を決定

して、整備しておかなければなりません。 
 
◆労務管理に関する疑問は早めに相談を 
「平成 26 年版労働経済白書」によれば、2013 年の非

正規労働者の割合は 36.7％で、10 年前と比較して６％

増え、人数で見ると約 400 万人増加しています。 

パートタイマー用の労働条件通知書が 
変更されました 

非正規労働者の増加に伴い、正社員との労働条件の差

異等について不公平感を感じるパートタイマーと事業

主の間でトラブルとなるケースが増えており、パートタ

イム労働法が改正された大きな理由の１つはこの問題

を解消するためです。 
来年４月１日の施行を控え、パートタイマーの労務管

理に関する疑問や不安がある場合は、早めに専門家に相

談し、トラブルの予防に努める必要があると言えます。 

 
 

各種調査結果に見る 
「人材不足」の実態と対応策 

◆雇用・労働分野の切実な問題 
現在、「人材不足」は雇用・労働をめぐる最も切実な

問題となっています。マスコミでもこの問題が頻繁に取

り上げられており、「人材不足により倒産する中小企業

も増え始めている」との報道もありました。 
特に、飲食サービス業や小売業、運送業等で状況が深

刻であり、人材不足により社員の業務の負担が高まり、

それがさらなる離職につながるといった悪循環も発生

しています。 
 
◆厳しい採用状況 

実際、株式会社リクルートホールディングスの研究機

関であるリクルートワークス研究所が行った「人手不足
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の影響と対策に関する調査」では、正社員やパート・ア

ルバイトの採用を実施した企業のうち、３社に１社は必

要な人数を確保できておらず、うち 50％以上は事業に

影響が出ているとの結果が出ています。 
さらに、人数を確保できない状況を解消できる見通し

について、人材不足に陥っている企業の 52.7％が「見

通しがない」と回答しており、今後ますます人材不足の

悪影響が出てくることが懸念されます。 
 
◆対応策は？ 
こうした状況を受けて、各社で人材を確保するための

施策が行われています。 
多くの企業で実施されているのは、（１）採用対象の

拡大（未経験者も採用対象とする、外国人を採用対象と

する等）、（２）処遇の改善（賃金の引上げ、アルバイト・

パートの正社員登用等）、（３）業務等の調整（業務の効

率性の向上、外部人材の活用、アウトソーシング、受注

調整、営業時間の調整等）です。 
検討したいのは、主婦や高齢者の活用でしょう。 
上記の調査によると、女性・高齢者を積極的に採用対

象とする企業は約 15％であり、その活用は進んでいな

いと考えられますが、株式会社リクルートジョブズの研

究機関であるジョブズリサーチセンターが行った「主婦

の就業に関する１万人調査」を見ると、Ｍ字カーブのボ

トムである「20～49 歳の既婚・子供あり女性」につい

て、就業意向がない人は 8.2％にとどまっており、この

層の活用が人材不足の解消につながることが大いに期

待されます。 

～当事務所よりひと言～ 

 今年も年末調整の時期が近づいてきました。 
平成 26 年 10 月 20 日に交通用具使用者の通勤手当の

非課税限度額が改正されました。 
下記の表の通り引き上げられました。 

区分 
非課税限度額 

改正前 改正後 

片道 55 ㎞以上 
24,500 円 

31,600 円 

片道 45 ㎞以上 55 ㎞未満 28,000 円 

片道 35 ㎞以上 45 ㎞未満 20,900 円 24,400 円 

片道 25 ㎞以上 35 ㎞未満 16,100 円 18,700 円 

片道 15 ㎞以上 25 ㎞未満 11,300 円 12,900 円 

片道 10 ㎞以上 15 ㎞未満 6,500 円 7,100 円 

片道 2 ㎞以上 10 ㎞未満 4,100 円 4,200 円 

片道 2 ㎞未満 全額課税 全額課税 

平成 26 年 4 月 1 日以降に支払われるべき通勤手当

について適応されます。 
（11 月からスタッフが 1 名増えました） 
はじめまして。北隅麗奈（きたずみれいな）です。 

身長 170 ㎝ 大きいです。何もかも初めてのことばか

りですが、出来ることを増やし、皆さんのお役に立て

るよう頑張ります。最近の関心事は、電卓の使い方と 

錦織圭選手です。よろしくお願いします。 

12 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 
○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 
○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 
○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞［労働基準監督

署］ 
 

31 日 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 
 

本年最後の給料の支払いを受ける日の前日まで 
○ 年末調整による源泉徴収所得税の不足額徴収繰延

承認申請書の提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 
○ 給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配

偶者特別控除申告書の提出［給与の支払者（所轄税

務署）］ 


